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ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム 

 

具体的取組 

 

 

 

アウトプット・成果 

 

 

 

背景・政府全体の方針 

○日本再興戦略 （平成25年6月14日 閣議決定）

３．科学技術イノベーションの推進

○科学技術イノベーション総合戦略
（平成25年6月7日 閣議決定） 

・第３章 科学技術イノベーションに適した環境創出  
  （7）新規事業に取り組む企業の活性化 等 

○総務省 ＩＣＴ成長戦略会議及び
情報通信審議会 イノベーション創出委員会 
（平成25年7月5日 中間答申） 

・イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政 
 策の在り方の検討 

工程表 

Ｈ２６ Ｈ２7 Ｈ２8 

制度創設

常時応募可能な支援の推進

我が国発のイノベーション創出の促進

○我が国の技術力・アイデアを活かした
新産業・新サービスの創造

○民間資金（リスクマネー）の活性化を
誘発し、ＩＣＴ分野におけるエコシステ
ムの形成を促進

○我が国が「世界で最もイノベーション
に適した国」となることに貢献

ⅰ ⅱ ⅲ 
（新設） 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の
研
究
開
発
に
よ
る

新
事
業
・
新
産
業
の
創
出

発見・科学的

知見 
実用性 
検証 

実現可能性 製品化 製品展開 
   （国内・国外） 

死の谷 研 究 開 発 フ ェ ー ズ 事業化・産業化フェーズ 

コンセプト 
実証 

開発 

常時応募可能な「ビジネスモデル
実証フェーズ」 の新設 

プロトタイプ作成、コンセプト検証等 

公募型研究開発 

【常時応募が可能な公募制度のイメージ】 

ベンチャーキャピタル等による 
評価、失敗の分析 

○技術成果を具現化し、新サービスの創出
を目指す挑戦に対する常時応募可能な
支援

【支援内容の特徴】
・常時応募が可能な公募制度
・失敗を分析し、教訓化
・事業化の専門家等によるサポート 等
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ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを創出するため、民間企業や大学等による
技術成果の具現化を目指す研究開発プロジェクトを支援し、情報通信技術の展開を推進
する。 

ベンチャーキャピタル等の 
事業化支援機関の参加によるチームアップ 

 
 
 
 
 
 
    

研究開発機関 
（独創的な技術やアイデアを持つ 

民間企業や大学等が 
新サービス実現へ挑戦） 

プロトタイプ
試作・デモ 

知財化 検証 

ビジネスモデルの実証 

「死の谷」 

大企業等との 
マッチング 

ライセンシング 

ＩＰＯ 
Ｍ＆Ａ 

新サービス 
投入 

民間資金の 
呼び込み 

事業化 

案件の選定支援、市場ニーズの導入、 
専門的なサポート、事業化支援等 

公募 

ビジネスモデル実証フェーズ 

公募 
（常時） 

リスクやリターンを見積もれないため、投資困難 

VC等 

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept) 
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事業スキーム概要 

３ 

事業化計画と 
詳細な研究計画 
（二次提案書）を 
共同で作成 

【
①
総
務
省
に
よ
る
募
集 

（
一
次
提
案
審
査
委
員
会
）
】 

【
②
総
務
省
に
よ
る
公
募 

（
研
究
開
発
課
題
）
】 

・採択、終了等の評価 
・事業運営 他 

一次提案審査委員会 
【VC等の登録制】 

 
 

※外部機関に設置 

評価・運営委員会 
・利益相反等不正事案の防止 
・経理管理 他 

提案者： 
ＶＢ、カーブアウト企業、
大学等 

一次提案書 
（簡易な 

研究計画） 

審査 
事業化支援機関 

研究開発機関 
研究開発の補助 
（補助金（新設）） 

事業化支援の補助 
（補助金（新設）） 

【③一次提案審査】 【④マッチング】 

マッチング 
（お見合いで最適の 
パートナーを発見） 

評価 
（採択・不採択） 

【⑤二次提案評価】 【⑥採択後の支援】 

提案者 

事業化を支援する
意思のあるVC等 

常時応募可能 

支援 
（補助金交付） 

（平成26年度は4件程度の 
採択を想定） 

二次提案書 

業務は外部機関（業務支援機関）へ委託 

本募集 

不正等監視機関 


